　　　　　　　　   　答　　　申
　　　　　　　　　　　　　  　 （諮問第２号）
１　審査会の結論
　　富士市長（以下「実施機関」という。）が部分公開決定した処分は、妥当である。
２　異議申立てに係る経緯
（1）平成２３年１２月８日、異議申立人は、富士市情報公開条例（平成１４年富士
市条例第３０号。以下「条例」という。）第６条の規定に基づき、実施機関に対
して、次の公文書の公開請求（以下「本件請求」という。）を行い、同日、実施
機関は、これを受け付けた。
「介護保険被介護保険者に係る事故報告書　２０１１（平成２３年）年４月～
１０月までの受付分（以下「本件対象公文書」という。）」
（2）平成２３年１２月２２日、実施機関は、本件請求に対し、条例第１２条第２項

　　に規定する「事務処理上の困難その他正当な理由があるとき」に該当し、公開請

求に係る公文書の量が多く、かつ、その請求内容が専門的かつ複雑であるため、

決定期間内に公開決定等をすることが困難であるとして、公開決定等の期間延長

を異議申立人に通知した。
（3）平成２４年１月２３日、実施機関は、本件請求に対して、条例第１１条の規定
により、以下のとおり本件対象公文書の部分公開決定（以下「本件処分」という。）
を行い、異議申立人に通知した。
ア　請求内容について
　　(ア)　根拠規定　
条例第７条第２号に該当
(イ)　理由
個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの（他

の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとな

るものを含む）のうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であ

ると認められるため又は特定の個人を識別することはできないが、公にする

ことにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるため、条例第７条第
２号の規定により部分公開とする。
（4）平成２４年３月６日、異議申立人は、本件処分を不服として行政不服審査法　　（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して異議申
立て（以下「本件異議申立て」という。）を行い、同日、実施機関は、これを受
け付けた。

３　異議申立人の主張要旨
（1）異議申立ての趣旨
　　 本件異議申立ての趣旨は、条例に基づき異議申立人が行った本件請求に対して、
実施機関が平成２４年１月２３日付け富保介発第１２４５号で行った本件処分の

非公開部分のうち、事業所住所、同名称、管理者氏名、電話番号、担当者氏名を
公開する決定を求めるものである。
（2）異議申立ての理由
　　 異議申立人が、異議申立書、意見書及び口頭による意見陳述において主張して
いる本件異議申立ての主な理由は、次のように要約される。
	　　ア　介護保険法の適用を受け、高齢者介護サービスを実施している諸事業所内

で被介護者の事故が多発している状況を知り、行政に事故報告を提出した事

業所名等の公開を求め、事業所ごとの事故の発生数の多寡、原因、要員の資

質、充足状況等々を分析し、介護施設の利活用者の事故防止対策の改善、提

言するための検討、研究をするため具体的事業所名を明らかにすべきことを

求めた。



	イ　条例第３条の規定により、市民の権利を十分尊重するとともに、市民が必

　要とする情報を積極的に提供する努力義務を果たすことが民主主義社会に必

要であり、事故事件を起こした事業所等を公開することは、みだりに個人に
対する情報を公開することにはならない。

  　ウ　条例第７条第２号イに「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、
　　　公にすることが必要であると認められる情報」は除外されると定められてい
る。
エ　個人情報の保護と推認されることを理由に、情報の開示を求めた異議申立

人の要望を拒否する利益よりも、異議申立てについての事項を公開すること
の重要性と重大性を考慮するならば、事業者情報を非公開とした決定は、社
会的動向を見ていず、現実に逆行するものと言われても仕方がないものであ
る。


　　 オ　事業所名称を明らかにして、その事業所に問題提起の上、利用者等の声が
	届くようにしたい。


４　実施機関の主張要旨
　　実施機関が、本件異議申立てに対して、決定通知書、意見書及び口頭による説明
	において主張している主な理由は、次のように要約される。
ア　個人の思想、心身の状況、病歴、職歴その他一切の個人に関する情報は、原

則公開の情報公開制度下においても最大限保護されるべきものであることから、

事故報告書の公開すべき事項を精査するに当たっては、事故にあった利用者の

身体的又は心理的負担、社会的体裁等に十分に配慮して判断を行った。

イ　事故報告書に記録されている情報について、条例第７条第２号の規定のうち

他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるものの該

当性を判断するに当たっては、被保険者について一定の情報を保有する者（以
下「周辺者」という。）が保有する情報と組み合わせることにより、事故にあっ
た利用者個人を周辺者に識別されるおそれがあるかどうかについても判断を行
った。

ウ　一般には知られておらず、周辺者のみが知り得る情報と合わせることで個人

が識別される情報については、それが開示されると、情報の伝播により、知ら
れたくない情報を他人に知られてしまうという事態を招くことになる。周辺者

の一部には法令上守秘義務が課せられている者もいるが、条例においては、法

令上又は社会的な守秘義務を期待して個人情報の保護を図る趣旨の規定はない

ことから、守秘義務の有無に関わらず、また、伝播の可能性も含めて、条例第

７条第２号の該当性を判断した。

エ　介護保険サービス事業所の利用者数は、多くの事業所で数十人（少ない場合

は数人）の規模である。このため、例えば、周辺者が特定の事業所を利用して
いる特定の利用者が、特定の時期にけがの医療処置を受けたという情報を保有
していた場合、事業所名称等の事業者情報や公開とした事故発生日時等と照合
することにより、個人を識別することができることから、条例第７条第２号に
該当する。

オ　条例第７条第２号ただし書の該当性についても検討したが、他の情報と照合

することにより個人が識別される事業者情報について、本件事故報告書の内容

からは、事業者情報を公にすることによって得られる公益が個人の権利利益に


	


優越するとは認められないことから、同号ただし書のイには該当せず、その内
容及び性質から同号ただし書のア及びウにも該当しない。
カ　サービス種別については、事業所名称等の事業者情報を公開しない場合、周

辺者が保有する情報と照合しても、事業所を特定するには至らず、特定の個人
を識別し得ないことから、サービス種別については公開することとした。

５　審査会の判断
　　審査会は、本件対象公文書並びに実施機関及び異議申立人の主張を具体的に審査
した結果、以下のように判断する。
（1）本件対象公文書について
　本件請求に対する本件対象公文書については、介護保険被保険者に係る事故報

告書（平成２３年４月から平成２３年１０月までの介護保険課受付分）（以下「事

故報告書」という。）が該当する。事故報告書は、都道府県知事等の指定を受け
て、介護保険サービスを提供する事業所が、死亡事故及び事故発生後、利用者が
医師の診察を受け、通院又は入院を要することとなった事故等について、その内
容を実施機関に報告する書類である。その内容は、利用者情報として、被保険者
（利用者）氏名、フリガナ、生年月日、性別、住所、要介護度、年齢、電話番号
等、事故情報として、けが等の状況、受診した医療機関名、医師の氏名及び診療
内容等、事業者情報として、事業所住所、同名称、管理者氏名、電話番号、担当
者氏名、法人名、法人代表者の氏名等が記録される形式になっている。　
（2）条例第７条第２号（個人情報）の該当性について
　　 条例第７条第２号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照

合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）

のうち、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められるもの

又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の

権利利益を害するおそれがあるもの」を非公開情報として規定している。
　実施機関は、本件請求に対する本件対象公文書に該当する事故報告書に記録さ
れている情報のうち、利用者情報である被保険者（利用者）氏名、生年月日、性
別、住所等のように特定の個人を明らかに識別することができるもののほか、周
辺者がその保有する情報と事故情報である事故発生の状況、要因等の具体的な記
録の部分を照合することにより、事故にあった被保険者個人を識別することがで
きることとなるものについても、条例第７条第２号に該当するとしている。さら
に、事業所名称等の事業者情報についても、周辺者がその保有する情報と照合す
ることにより、事故にあった被保険者個人を識別することができることとなるも
のとして、条例第７条第２号に該当するとしている。
	これに対して異議申立人は、事故事件を起こした事業所等を公開することは、

みだりに個人に対する情報を公開することにはならない。条例第７条第２号イに

「人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報」は除外されると定められているとしている。


　審査会は、実施機関が条例第７条第２号によって部分公開とした事故報告書の
非公開情報のうち、本件事業者情報（事業所住所、同名称、管理者氏名、電話番

号、担当者氏名、法人名、法人代表者の氏名等をいう。以下同じ。）について、非
公開情報に該当するかを審査した。条例第７条第２号で規定する「特定の個人を
識別することができるもの」の該当性を判断するに当たっては、本件事業者情報
を公開した場合、他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することが
できるかどうかを検討する必要がある。
ところで、個人識別性を判断する場合において、特定の事業所を利用している

　 特定の利用者について一定の情報を保有する周辺の関係者（以下「特定周辺者」

　 という。）を基準とするか、そうではない一般人を基準とするかについて議論のあ
　 るところではある。本件処分においても、その基準については、当該個人情報の
   性質や内容等に応じて、個別に適切に判断することが必要となる。そこで、この
   点について考えると、富士市における介護保険サービス事業所の利用者数は、多
   くの事業所で数十人（少ない場合には数人）であること、現在では、市民の介護
   保険サービスに対する関心が以前より高くなり、各地域の住民間でも各事業にお
いて発生する事故等の動向についても高い関心が寄せられていることから、介護
保険サービス事業所の地域密着性等について十分考慮する必要がある。このため、
現時点では、当該個人情報が介護保険サービスを利用する高齢者等に係る個人情
報であること、また上記富士市の現状に鑑みると、現時点においては、個人識別
性を判断する場合には、一般人を基準として判断するのは妥当ではなく、特定周
辺者を基準として、個人識別性を判断せざるを得ないものと解する。
本件事業者情報は、それだけでは事業者の情報を表示しているだけの情報と解
することもできる。しかし、本件事業者情報を公開した場合には、どの事業者か
ら事故報告書が提出されているかが明らかになる。そのため、本件事業者情報と
既に公開された事業所のサービス種別や利用者の事故発生日時及び特定周辺者が
保有する情報を照合すると、利用者個人を特定周辺者に識別されるおそれがある
状況となる。　
　よって、本件事業者情報は、他の情報と照合することにより、特定の個人を識

別することのできる非公開情報に該当すると解する。
また、条例第７条第２号ただし書の該当性についても検討したが、他の情報と
照合することにより個人が識別される事業者情報について、事故報告書の内容か
らは、本件事業者情報を公にすることによって得られる公益が、個人の権利利益
に優越するとは認められないことから、同号ただし書のイには該当しないと解す
る。
したがって、条例第７条第２号に規定する非公開情報に該当し、非公開とすべ
きものと認められる。

	よって、「１　審査会の結論」のとおり判断する。


　
　
（別記）
　審査会の処理経過
　　審査会の処理経過及び審査会委員の氏名等は、次のとおりである。
審査会の処理経過
	年　　月　　日 
	処 　理 　内 　容 

	平成２４年５月１５日
	第１回審査会（諮問） 

	７月１０日
	第２回審査会（実施機関意見説明）

	８月９日
	第３回審査会（審議）

	１０月２９日
	第４回審査会（異議申立人意見陳述）

	１２月１４日
	第５回審査会〔審議（論点整理）〕

	平成２５年１月２８日
	第６回審査会〔審議（論点整理）〕

	２月２２日
	第７回審査会〔審議（答申案）〕

	３月２８日
	答申


審査会委員の氏名等 

	職名
	氏　　 　　名

	会長
	立 石   雅 世

	会長職務代理
	根 本      猛

	委員
	松 本   玲 子

	委員
	本 野      仁

	委員
	鈴 木   英 之
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